
令和５年度に予定される国民健康保険に関する主な制度改正

１ 保険税課税限度額の引上げ

地方税法施行令の改正に伴い、国民健康保険税の課税限度額を次のよ

うに改める。

※ 基礎課税額（650,000 円）および介護納付金課税額（170,000 円）は

据置き

※ 令和５年度以後の国民健康保険税について適用する。

２ 保険税軽減にかかる所得判定所得の引上げ

地方税法施行令の改正に伴い、国民健康保険税の５割軽減および２割

軽減の対象となる世帯の軽減判定所得について、次のように引上げを行

う。

※ 令和５年度以後の国民健康保険税について適用する。

備考 給与所得者等：一定の給与所得者と公的年金等の支給を受ける者

区 分 引上げ後 現 行 増 減

後期高齢者支援金等課税額 220,000 円 200,000 円 20,000 円

引上げ後 現 行

ア ７割軽減：世帯全体の所得が

43 万円＋〈（給与所得者等の数－

１）×10 万円〉以下（変更なし）

イ ５割軽減：世帯全体の所得が

43 万円＋〈（給与所得者等の数－

１）×10 万円〉＋〈（被保険者数

＋ 特 定 同 一 世 帯 所 属 者 数 ） ×

29 万円〉以下

ウ ２割軽減：世帯全体の所得が

43 万円＋〈（給与所得者等の数－

１）×10 万円〉＋〈（被保険者数

＋ 特 定 同 一 世 帯 所 属 者 数 ） ×

535,000 円〉以下

ア ７割軽減：世帯全体の所得が

43 万円＋〈（給与所得者等の数－

１）×10 万円〉以下

イ ５割軽減：世帯全体の所得が

43 万円＋〈（給与所得者等の数－

１）×10 万円〉＋〈（被保険者数

＋ 特 定 同 一 世 帯 所 属 者 数 ） ×

285,000 円〉以下

ウ ２割軽減：世帯全体の所得が

43 万円＋〈（給与所得者等の数－

１）×10 万円〉＋〈（被保険者数

＋ 特 定 同 一 世 帯 所 属 者 数 ） ×

52 万円〉以下
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特定同一世帯所属者：後期高齢者医療制度の適用により国民健康

保険の資格を喪失した者で、当該資格喪失

日以降も継続して同一の世帯に属する者

３ 出産育児一時金の引上げ

出産育児一時金の支給基準額について、48.8 万円（産科医療補償制度

の加算対象となる出産にあっては、50 万円）に引き上げるとともに、令

和５年度に限り、その引き上げ分について、出産育児一時金の支給１件

当たり 5,000 円を国庫補助として財政支援する（令和５年４月１日施行）。

４ 産前産後期間の保険料（税）免除 （資料４－２参照）

国民健康保険料（税）において、出産する被保険者にかかる産前産後

期間相当分（４か月間）の均等割保険料（税）および所得割保険料（税）

の免除を行う。
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